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Ⅲ　本最高裁判決からみえてくるもの
　 1　延滞税を「民事罰」としたこと
　 2　延滞税の発生と免除
　結びにかえて
的な性質を有することは，学説及び裁判実務にお
いて認められているが，制裁としての性質がそこ
に付加されるかは，いまだ明確にされてはいない
のである．
　延滞税が制裁としての性質を有していないとす
れば，国税通則法60条 2 項《軽減率の規定》，61条
《期間の特例》，63条《免除規定》が設けられてい
る理由を説明しきれないように思えるが，延滞税
を遅延利子であるとする立場から，その説明はさ
れてこなかったともいえるのである．しかし最近，
延滞税を民事罰と判断した興味深い最高裁判決
（最高裁平成26年12月12日第二小法廷判決，以下
「本最高裁判決」とする．）が出された．本最高裁
判決は，補足意見でも述べられたとおり，その事
案の内容から射程範囲の狭いものと解されてい
る1）が，延滞税の発生及び免除の要件，これらと
納税者の帰責事由との関係につき新たな視点を与
えてくれた事案であった．そこで本稿では本最高
裁判決を素材とし，延滞税の法的性質に関し検討
を行う．
　加算税は納税者の帰責事由を発生要件のひとつ
とし，正当な理由がある場合には発生しないもの
とされている．他方，延滞税は加算税と異なり，
発生と免除の要件を分け二段階の構造をとってい
る．これは，延滞税が遅延利子と制裁税としての
は じ め に
　附帯税である加算税が制裁としての性質を有す
ることは，学説及びこれまでの裁判実務において
も，異論のないところであろう．他方，附帯税の
ひとつである延滞税が制裁としての性質を有する
かについては，学説上の意見は二分し，過去の裁
判実務では延滞税に制裁としての性質をほとんど
認めてこなかった．すなわち，延滞税が遅延利子
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4て各減額更正を行う3）とともに還付加算金を加算
して各過納金を平成23年 1 月26日に還付した
が，4）その後平成23年 5 月31日，改めて各増額更
正を行う5）とともに，上記各増額更正により新た
に納付すべきこととなった各本税額，6）すなわち
上記各減額更正と上記各増額更正に係る各納付す
べき税額の差額について，国税通則法60条 1 項 2
号，同条 2項及び同法61条 1 項 1 号に基づき，法
定納期限の翌日から完納の日までの期間（ただし，
法定申告期限から 1年を経過する日の翌日（平成
22年 8 月26日）から，本件各増額更正に係る更正
通知書が発せられた日（平成23年 5 月31日）まで
の期間を除く．）に係る各延滞税の納税義務が発
生しているとして，Xらに対して上記各延滞税の
納付を催告したところ，Xらが，Xらは法定納期
限までに上記各増額更正に係る納付すべき税額よ
り多額の相続税を納付していたから，相続税の未
納はなく各延滞税は発生していないなどと主張し
て，上記各延滞税の納税義務がないことを，Y（被
告・被控訴人・被上告人）に対し求めたところ，
第一審・控訴審とも Xらの主張が棄却されたた
め Xらが上告した事案である（図 1）．
2 　争　　　点
　争点は本件各延滞税が発生しているといえるか
否か．すなわち，各増額更正により新たに納付す
性質を併せ持っているからであり，延滞税は本税
の未納という事実があれば，遅延利子的な側面か
ら納税者の帰責事由の有無とは関係なく客観的に
発生し，また制裁税的側面から納税者の責めに帰
すべき事由がなければ，延滞税を課すことが酷と
して免除されると捉えることができるのではない
だろうか．このように延滞税の発生及び免除の要
件は，延滞税が有する法的性質と密接な関係を有
していると考え得るため，その法的性質とともに
これらの関係性についても併せて検討を行う．
　本稿は，まず素材とする本最高裁判決の概要を
確認した後，延滞税が有する法的性質に関し検討
を加え，本事案を参考に延滞税の発生及び免除の
要件と延滞税の法的性質との関係について考察を
加えることとする．
Ⅰ　本最高裁判決の概要
1 　事案の概要
　亡 Lの相続人である X（原告・控訴人・上告人）
らが，亡 Lの相続について，法定申告期限（平
成21年 8 月25日）内である平成21年 7 月22日，市
川税務署長に対して各相続税の申告書の提出及び
各相続税の納付2）を行った後，上記各申告に係る
相続税額が過大であるとして平成22年 7 月12日，
各更正の請求を行ったところ，市川税務署長は平
成22年12月21日，上記各更正の請求の一部を認め
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滞税の納税義務が発生するものというべきであ
る．」と判示し，Xらの主張を排斥した．
⑵ 　控訴審（東京高裁平成25年 6 月27日判決・
裁判所ウェブサイト）7）請求棄却
　控訴審は，第一審の説示を引用した上で「減額
更正により減少した税額に係る部分以外の部分の
国税については，減額更正後も依然として確定し
た具体的納税義務が存続することは同条項が明記
するところであるのに対し，減額更正により減少
した税額に係る部分の国税については，本来納税
義務はなかったものであるから，減額更正により
減少した部分につき具体的納税義務は遡及的に消
滅するものであると解釈すべきことは同条項の反
対解釈として当然のことである．」とし，Xらの
主張を排斥した．
⑶　上告審（最高裁平成26年12月12日第二小法
廷判決・裁時1618号 1 頁）8）破棄自判
　上告審は，以下の理由から原審の判断は是認で
きないとし Xらの主張を容認した．「再び未納付
の状態が作出されたのは，所轄税務署長が，本件
各減額更正をして，その減額された税額に係る部
分について納付を要しないものとし，かつ，当該
部分を含め，本件各申告に係る税額と本件各減額
更正に係る税額との差額を過納金として還付した
ことによるものである．このように，本件各相続
税のうち本件各増差本税額に相当する部分につい
ては，それぞれ減額更正と過納金の還付という課
税庁の処分等によって，納付を要しないものとさ
れ，未納付の状態が作出されたのであるから，納
べきこととなった本税額（本件各減額更正と本件
各増額更正に係る各納付すべき税額の差額．以下
「本件各増差本税額」という．）について，本件各
相続税の法定納期限の翌日から完納日までの期間
に係る各延滞税が発生しているといえるか否かで
ある（図 2）．
3 　裁判所の判断
⑴ 　第一審（東京地裁平成24年12月18日判決・
裁判所ウェブサイト）請求棄却
　第一審は，「延滞税は履行遅滞に対する損害賠
償としての性格を有しているところ，租税債務も
金銭債務であり，金銭債務の履行遅滞の成立につ
いては債務者の帰責事由は不要であること（民法
419条 3 項参照）から，国税通則法60条 1 項は，
延滞税の成立について納税者の帰責事由を要件と
していない．」「国税通則法においては，本件のよ
うに，国税の申告及び納税がされた後に減額更正
がされると，減少した税額に係る部分の具体的納
税義務は遡及的に消滅し，これに伴い，減額更正
により減少した税額に係る納付については，これ
に対応する具体的納税義務が存在しなくなるの
で，所定の還付加算金を加算して過納金を還付す
ることによる不当利得の清算関係のみが残ること
になり，その後改めて増額更正がされた場合には，
増額した税額に係る部分の具体的納税義務が新た
に確定することになるのであるから，同法60条 1
項 2 号に基づき，更正により納付すべき国税があ
るとして，増額した税額に係る部分について，延
還付
当初申告 減額更正 増額更正
延滞税の対象となるか
図 2　税額の推移
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6限の翌日から本件各増額更正に係る増差本税額の
納期限までの期間については，法60条 1 項 2 号に
おいて延滞税の発生が予定されている延滞と評価
すべき納付の不履行による未納付の国税に当たる
ものではないというべきであるから，上記の部分
について本件各相続税の法定納期限の翌日から本
件各増差本税額の納期限までの期間に係る延滞税
は発生しないものと解するのが相当である．」
Ⅱ　研　　　究
1 　問 題 関 心
　本最高裁判決は「本件各増額更正がされた時点
において，本件各相続税については，本件各増差
本税額に相当する部分につき法的効果としては新
たに納税義務が発生するとともに未納付の状態と
なっている」と本税が未納であることを認めたに
もかかわらず，「納税者としては，本件各増額更
正がされる前においてこれにつき未納付の状態が
発生し継続することを回避し得なかった」のは
「法60条 1 項 2 号において延滞税の発生が予定さ
れている延滞と評価すべき納付の不履行による未
納付の国税に当たるものではない」とし，本件各
相続税は同法同項同号に規定する未納国税に該当
しないとの判断を行った．これは，千葉勝美裁判
官が補足意見で「この解釈は，法60条 1 項 2 号を
いわば目的論的に限定解釈する面もあるが，同号
が当然に前提としていると思われる『納税者に
よって生じた延滞』と評価すべきではないことは
明らかであるので，同号にいう『納付すべき国税
があるとき』に当たらない」とされたように，納
税者の帰責事由を国税通則法60条 1 項の要件と判
断したものとも考えられる .9）しかし，この判断
は果たして妥当だったのだろうか．延滞税の免除
では納税者の帰責事由が要件とされているが，延
滞税の発生についてそれが要件とされることは今
までなかったのである．これは，延滞税の発生及
び免除が延滞税の有する法的性質と密接な関係を
有していると考えられるからである．そこで，ま
税者としては，本件各増額更正がされる前におい
てこれにつき未納付の状態が発生し継続すること
を回避し得なかったものというべきである．
　他方，所轄税務署長は，本件各更正請求に係る
税務調査に基づき，本件相続土地の評価に誤りが
あったことを理由に，Xらの主張の一部を認めて
本件各減額更正をしたにもかかわらず，本件各増
額更正に当たっては，自らその処分の内容を覆し，
再び本件各減額更正における本件相続土地の評価
に誤りがあったことを理由に，税額を増加させる
判断の変更をしたものである．
　以上によれば，本件の場合において，仮に本件
各相続税について法定納期限の翌日から延滞税が
発生することになるとすれば，法定の期限内に本
件各増差本税額に相当する部分を含めて申告及び
納付をした Xらは，当初の減額更正における土
地の評価の誤りを理由として税額を増額させる判
断の変更をした課税庁の行為によって，当初から
正しい土地の評価に基づく減額更正がされた場合
と比べて税負担が増加するという回避し得ない不
利益を被ることになるが，このような帰結は，法
60条 1 項等において延滞税の発生につき納税者の
帰責事由が必要とされていないことや，課税庁は
更正を繰り返し行うことができることを勘案して
も，明らかに課税上の衡平に反するものといわざ
るを得ない．そして，延滞税は，納付の遅延に対
する民事罰の性質を有し，期限内に申告及び納付
をした者との間の負担の公平を図るとともに期限
内の納付を促すことを目的とするものであるとこ
ろ，上記の諸点に鑑みると，このような延滞税の
趣旨及び目的に照らし，本件各相続税のうち本件
各増差本税額に相当する部分について本件各増額
更正によって改めて納付すべきものとされた本件
各増差本税額の納期限までの期間に係る延滞税の
発生は法において想定されていないものとみるの
が相当である．
　したがって，本件各相続税のうち本件各増差本
税額に相当する部分は，本件各相続税の法定納期
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平成21年 1 月～平成21年12月順号21-43）は，「延
滞税は，国税の納付義務の履行遅滞に対する損害
賠償の性質を有するとともに，納付の遅延に対す
る制裁という性質をも有するものということがで
きる．」とし，延滞税を遅延利息と制裁の 2つの
性質を有するものと判示し，遅延利息であること
を前提とした上で制裁税としての性質を有するか
否かが検討されている．26）延滞税が制裁税として
の性質を有することは，①延滞税の計算にあた
り当初 2ヶ月間は軽減率が適用されること27）（国
税通則法60条 2 項），②延滞税の計算期間の特例
があること28）（国税通則法61条），③ 延滞税の免
除規定があること29）（国税通則法63条）などにお
いても示されているため，30）次に国税通則法の内
容を確認する．
3 　国税通則法からみる延滞税の性質
　⑴　附随性
　国税通則法60条 1 項 1 号は「期限内申告書を提
出した場合において，当該申告書の提出により納
付すべき国税をその法定納期限までに完納しない
とき．」「納税者は……延滞税を納付しなければな
らない．」とし，延滞税の発生要件を定めている．
これは「本税と運命を共にし，本税についての課
税処分が取り消されると当然延滞税もその根拠を
失い，納付義務も消滅する」ことを意味し，延滞
税の性質のひとつである附随性と解される．31）こ
の延滞税の成立は，当該要件に該当する事実の有
無により客観的に判断するとされており，源泉所
得税に係る納税義務の存否が争われた東京地裁平
成10年 5 月29日判決（税資232号386頁）32）が，「延
滞税は，その納税義務の成立と同時に特別の手続
を要しないで納付すべき税額が確定するものであ
るから（同法15条 3 項 7 号），原告が納付した本
件延滞税について，これに対応する確定した租税
債務が存在したか否かは，源泉所得税の不納付と
いう納税義務の成立要件に該当する事実があった
か否かによって客観的に決定されるものである．」
ず延滞税の発生及び免除と延滞税の有する法的性
質との関係について，確認する．
2 　延滞税の法的性質
　附帯税である延滞税の法的性質10）には，附随性
と制裁11）性の 2 つがあるとされている．12）附随性
は「本税についての何らかの納税義務懈怠（違反）
によってその附帯税の納税義務が生ずるものであ
るから，その性質上本税と運命を共にし，本税に
ついての課税処分が取り消されると当然延滞税も
その根拠を失い，納付義務も消滅する」ものと理
解されている．13）しかしこれは，「本税と合わせて
附帯税を徴収するのが便宜に合する」からであっ
て，14）「本税の性質に附帯するということでは決し
てない」のである．15）確かに延滞税は本税が発生
し，それが未納であれば発生し16）（国税通則法60
条 1 項），納税義務の成立17）と同時に特別の手続
を要しないで納付すべき税額が確定18）するのであ
るが19，20）（国税通則法15条 3 項 6 号），その性質は
本税と異なり遅延利子的性格に制裁的性質を加味
したものと解されている．そして，租税法律主義
のもと抽象的租税債務が消滅するのは，法で規定
された租税債務消滅要件を充足したときのみであ
り，国税通則法63条に規定する免除要件に該当し
ない限り（納付や時効による納税義務の消滅もあ
るが），一度発生した租税債務が消滅することは
ないのである．21）
　制裁性については，延滞税の前身である延滞金
が当初遅延利子としての性質しか有していなかっ
たものの，その後の昭和23年 7 月 7 日改正以降
「遅延利子的性格に滞納に対する行政制裁として
の性格を加味することとな」ったとされるよう
に，22）通説は行政制裁も延滞税の性質として捉え
ているといえよう．23, 24）しかし，過去の裁判例で
は延滞税を遅延利息と捉えているものがほとんど
である．25）延滞税に制裁的性質があると判示した
ものとして，例えば東京地裁平成21年11月13日判
決（租税関係行政・民事判決集　徴収関係判決　
01_論文_福田智子.indd   7 2016/01/25   14:51:08
8設けている．延滞税が制裁としての性質を有して
おらず，遅延利子の性質のみを有するとした場合，
この率をどのように理解すればよいであろうか．
民法上，遅延利息38）とは，債務不履行による金銭
的損害賠償であり利息ではない．また民法419条
で「金銭の給付を目的とする債務の不履行につい
ては，その損害賠償の額は，法定利率によって定
める」とし，法定利率は民事年 5%，商事年 6%
とされている．39）もっとも「約定利率が法定利率
を超えるときは，約定利率による．」とされてい
るため，通常は貸金業者に対する制限の29.2%（利
息制限法 1条 1 項 1 号，4 条 1 項）ぎりぎり，あ
るいはその半分の14.6%（消費者契約法 9条 1 項
2 号）と定める例が多いようである．40）佐藤英明
教授は，この率に関し通常の利子の範囲を超えて
いる範囲は制裁であるとされるが，41）現行の率は
通常の利子の範囲内といえるであろうか．通常の
利息とすれば，14.6%は非常に高い率であるよう
に思えるが，債務不履行に伴う損害賠償であるこ
とを考慮すると，率自体に制裁的な部分が含まれ
ていると解することは難しいようにも思える．42）
では，軽減率が設けられていることが，延滞税に
制裁としての性質があることの根拠となり得るだ
ろうか．国税通則法60条 2 項は「納期限（……）
までの期間又は納期限の翌日から 2月を経過する
日までの期間」については軽減率の適用があると
規定しており，2月を経過する日までの期間であ
れば軽減率が適用されることとなっている．これ
は早期に納付したことにより制裁が緩められたと
も考えられるが，延滞税の目的である「国税の期
限内における適正な実現を担保するとともに，期
限内に適正に国税を履行した者との権衡を図る」
ことから，早期納付分にかかる率を軽減したもの
と考えられ，43）軽減率の適用をもって，延滞税が
制裁としての性質を有すると解釈することは難し
いように思えるのである．
　⒝　計算期間の特例44）
　国税通則法61条には，納税申告書の提出後 1年
と，また東京高裁平成15年 3 月10日判決（訟月50
巻 8 号2474頁）33）が，「国税通則法60条に規定する
延滞税は，法律に特別の規定がある場合を除き，
法定納期限までに本税が納付されないという事実
が生じれば，納税者に正当な理由があるか否かに
かかわらず，一律に課せられる性質のものである」
と判示したことからも明らかである．34）そして，
延滞税は本税に附随する性質を有しているため，
本税が免除された場合には当然その債務は消滅す
ることとなる．35）これは例えば，国税通則法63条
2 項の「第11条《期限の延長》の規定により国税
の納期限を延長した場合には，その国税に係る延
滞税のうちその延長をした期間に対応する部分の
金額は，免除する．」という規定からも見て取れ
よう．つまり，本税について期限の延長があった
場合，納税義務は不履行となっていないため，延
滞税が課税されることはないのである．36）このよ
うに延滞税の附随性は延滞税の発生と密接な関係
を有しており，納税者の帰責事由は要件とされて
おらず，本税が未納であるという客観的事実さえ
あれば延滞税は当然発生し，仮にその発生が納税
者にとって責に帰すべき事由がないものであった
としても，そのことが延滞税発生の要件に影響を
与えることはないと解されているのである．
　⑵　制裁性
　延滞税が制裁としての性質を有することは，上
述したとおりいくつかの条文から読み取ることが
できる．
　⒜　軽減率の適用
　国税通則法60条 2 項は「延滞税の額は，前項各
号に規定する国税の法定納期限（……）の翌日か
らその国税を完納する日までの期間の日数に応
じ，その未納の税額に年14.6パーセントの割合を
乗じて計算した額とする．ただし，納期限（……）
までの期間又は納期限の翌日から 2月を経過する
日までの期間については，その未納の税額に年7.3
パーセントの割合を乗じて計算した額とする．」
とし，原則14.6%，特例7.3%37）と軽減率の規定を
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有すると解されるからこそ，制裁を課すべきでな
いと判断されたときには，延滞税が発生している
にもかかわらず，その納付が免除されるのである
（国税通則法63条）．49）なお，この延滞税免除規定
は国税通則法63条にその規定が置かれており，災
害等による納税猶予や期限の延長等，納税者の責
めに帰すべき事由により生じたものでない場合
に，その納付が免除され，50）これは延滞税が制裁
税としての性質を有していることを根拠に設けら
れた規定であると解されているのである．
　⑶　小括
　以上のとおり条文を確認すると，延滞税の発生
は「附随性」と延滞税の免除は「制裁性」と密接
な関係を有していることが分かるであろう．すな
わち，延滞税の発生に納税者の帰責事由は要件と
されておらず，国税通則法60条の要件を充足すれ
ば客観的に発生し，他方延滞税の免除は納税者の
帰責事由が要件とされており，帰責事由がなけれ
ば延滞税が免除されることとなるのである．これ
は，他の附帯税である加算税と明確に異なる点で
あるといえよう．例えば，加算税のひとつである
過少申告加算税は国税通則法65条に規定され，第
4項では「第 1項又は第 2項に規定する納付すべ
き税額の計算の基礎となつた事実のうちにその修
正申告又は更正前の税額（還付金の額に相当する
税額を含む．）の計算の基礎とされていなかった
ことについて正当な理由があると認められるもの
がある場合には，これらの項に規定する納付すべ
き税額からその正当な理由があると認められる事
実に基づく税額として政令で定めるところにより
計算した金額を控除して，これらの項の規定を適
用する．」とし，納税者に帰責事由がない部分の
金額は過少申告加算税の対象から控除するとされ
ている．つまり，納税者の帰責事由が過少申告加
算税の発生要件とされているため，延滞税のよう
にいったん発生したものを免除させるという取扱
いにはなっていないのである．これは不納付加算
税及び無申告加算税についても同様である．加算
以上経過した後更正があったような場合又は源泉
徴収による国税につき法定納期限後 1年以上経過
した後，強制徴収があったような場合，延滞税の
計算が 1年にとどめられるよう計算規定が置かれ
ている．これは「かなりの期間経過の後に更正等
があったときに法定納期限まで遡って多額の延滞
税の納付義務を負わせることが実際酷であること
及び税務官署の事務配分上更正等の時期が納税者
ごとに区々であることにより経済上の負担に差異
が生ずるのは適当でないことから，このような軽
減措置がとられている」と解されている．45）そし
て民法では，金銭の給付を目的とする債務の不履
行について「債務者は，不可抗力をもって抗弁と
することができない．」と規定しており，債務者
は絶対的責任を課されていると解されている．46）
つまり延滞税が金銭の給付を目的とする債務不履
行に伴う損害賠償であるとするなら，納税者の帰
責事由の有無にかかわらず納税者は延滞税を納税
しなければならないのである．しかしながら，国
税通則法61条は納税者について延滞税の納税義務
が発生しているにもかかわらず，1年を超える期
間の延滞税については，納税者に酷であるという
理由から，発生させないこととしているのである．
これは延滞税に制裁としての性質が含まれている
故といえそうである．酒井克彦教授は，「単なる
遅延利息が延滞期間に及んで追徴されるのであれ
ば，何ら酷として捉える余地はな」く，延滞税を
制裁と捉えなければ上記のような理解は成り立た
ないとされるが，47）筆者も同意見である．
　⒞　延滞税の免除
　国税通則法63条（ 2 項除く．）は，災害等によ
る納税猶予や災害等など，納税者の責に帰せざる
事由により国税の納税ができない場合，所定の延
滞税の金額を免除することを規定している．延滞
税が遅延利息の性質のみ有するとするならば，要
件を充足し生じた延滞税が，納税者に帰責事由が
ないことを理由に免除されることはないと考えら
れよう．48）つまり，延滞税が制裁としての性質を
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期限内に申告及び納付をした者との間の負担の公
平を図るとともに期限内の納付を促すことを目的
とするものである」とし，延滞税が制裁としての
性質を有していることを認めたのである．これま
での裁判実務にて延滞税は遅延利息としての性質
のみ有すると，判断されてきたことを考慮すると，
この判示の持つ意味は非常に大きいものと思われ
る．
2 　延滞税の発生と免除
　⑴　延滞税の発生
　本最高裁判決は，「本件各増額更正がされた時
点において，本件各相続税については，本件各増
差本税額に相当する部分につき法的効果としては
新たに納税義務が発生するとともに未納付の状態
となっている」とし，各相続税が未納付の状態と
なっていることを認めたものの，「法60条 1 項 2
号において延滞税の発生が予定されている延滞と
評価すべき〔下線筆者〕納付の不履行による未納
付の国税に当たるものではない」として，未納付
の状態となっている各相続税は，「国税通則法60
条 1 項 2 号の第35条第 2項の規定により納付すべ
き国税（以下「納付すべき国税」とする）」には
該当しないと判示した．つまり，本最高裁判決は
国税通則法35条 2 項に該当するものすべてが法60
条 1 項 2 号の対象となるわけではなく，あくまで
も「延滞」と評価されたもののみがその対象にな
るとし，またその「延滞」と評価される場合とは，
本件のように「減額更正と過納金の還付という課
税庁の処分等によって，納付を要しないものとさ
れ，未納付の状態が作出され……，Xとしては，
本件各増額更正がされる前においてこれにつき未
納付の状態が発生し継続することを回避し得な
かった〔下線筆者〕」ものは含まれない53）とし，
延滞税の発生に関し，納税者の帰責事由を考慮し
た判断を行ったのである．54）これは千葉勝美裁判
官が補足意見にて「そもそも延滞税を発生させる
べき実質的な根拠が全く存在せず，延滞税を生じ
税が制裁としての性質を有していることは異論の
ないところである．51）そして，制裁であると考え
られているからこそ，「正当な理由」がある場合
には加算税が課されないのである．しかし，延滞
税は遅延利子的性格に行政制裁を加味したものと
解されるため，納税者の帰責事由は延滞税発生の
要件とされておらず，客観的事実のみで発生要件
が充足され，納税者の責めに帰すべき事由がない
場合（酷な場合）には，それが免除されるという
規定になっているのである．
Ⅲ　本最高裁判決からみえてくるもの
　本最高裁判決の射程範囲は非常に狭いものと解
される．もっとも本最高裁判決が，①延滞税を
「民事罰」としたこと，②納税者の帰責事由を延
滞税の発生要件としたことの点において重要な判
決であったと筆者は考える．そこで以下それぞれ
について検討する．
1 　延滞税を「民事罰」としたこと
　繰り返しになるが学説上の有力説は，延滞税を
「私法上の債務関係における遅延利息に相当し，
納付遅延に対する民事罰の性質をもつ」としてい
るが，52）過去の裁判実務では，延滞税が制裁とし
ての性質を有すると判示したものはほとんどな
い．しかし，本最高裁判決は「延滞税は，納付の
遅延に対する民事罰の性質を有し〔下線筆者〕，
図 3　国税通則法と延滞税の法的性質との関係
国税通則法 規定内容 法的性質
60条 1 項 発生要件 附随性（遅延利息）
60条 2 項 軽減率 附随性（遅延利息）
60条 3 項，4項 附随性
61条 1 項，2項 期間の特例 制裁性
62条 一部納税 附随性
63条 1 項
免除規定
制裁性
63条 2 項 附随性
63条 3 項 制裁性
63条 4 項 制裁性
63条 5 項 制裁性
63項 6 項 制裁性
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　2　延滞税の免除
　延滞税は制裁としての性質を有すると通説的に
理解されている．そのため，制裁を課すべきでな
いと判断された場合には，延滞税が発生している
にもかかわらず，その納付が免除されるのである
（国税通則法63条）．この延滞税免除規定は国税通
則法63条にその規定が置かれており，災害等によ
る納税猶予や期限の延長等，納税者の責めに帰す
べき事由により生じたものでない場合，その納付
が免除され，これは延滞税が制裁としての性質を
有していることを根拠に設けられた規定であると
解されている．56）では，本最高裁判決が「未納付
の状態が作出されたのは，所轄税務署長が，本件
各減額更正をして，その減額された税額に係る部
分について納付を要しないものとし，かつ，当該
部分を含め，本件各申告に係る税額と本件各減額
更正に係る税額との差額を過納金として還付した
ことによるものである．」とし，Xらに帰責事由
がないと判断したことは，国税通則法63条 6 項 3
号に規定する延滞税の免除要件に該当しないのだ
ろうか．国税通則法63条 6 項 3 号は，震災，風水
害，火災その他これらに類する災害により，国税
を納付することができない事由が生じた場合を対
象としており，これを受けた国税通則法施行令26
条の 2は，これらに類する災害を「火薬類の爆発，
交通事故その他の人為による異常な災害又は事故
〔下線筆者〕により，納付すべき税額の全部若し
くは一部につき申告をすることができず，又は国
税を納付することができない場合（その災害又は
事故が生じたことにつき納税者の責めに帰すべき
事由がある場合を除く．）」と定めている．そして
この人為による異常な災害又は事故には，①誤
指導，②照会に対する回答の遅延，③通達の遡
及適用，④課税標準の計算不能，⑤振替納付書
の送付漏れ等があった場合において，納税者が社
会通念上なすべき行為をつくしているときは，こ
れらの事由も「人為による異常な事故」の一態様
に含まれると実務的には取り扱われている．57）
させることは制度の趣旨に完全に背馳し，不正義
となることは明らかなのである．このような場合
にまで延滞税を発生させることは法が全く想定し
ていないことであろう．……この解釈は，法60条
1 項 2 号をいわば目的論的に限定解釈する面もあ
るが，同号が当然に前提としていると思われる
『納税者によって生じた延滞』と評価すべきでは
ないことは明らかであるので，同号にいう『納付
すべき国税があるとき』に当たらないとするもの」
とされたことからも分かるであろう．しかし，納
税者の帰責事由を国税通則法60条 1 項 2 号に規定
する，「第35条第 2 項の規定により納付すべき国
税」の要件に含めて判断したことは妥当であった
のだろうか．納税者の帰責事由について第一審
は，「延滞税は履行遅滞に対する損害賠償として
の性格を有しているところ，租税債務も金銭債務
であり，金銭債務の履行遅滞の成立については債
務者の帰責事由は不要であること（民法419条 3
項参照）から，国税通則法60条 1 項は，延滞税の
成立について納税者の帰責事由を要件としていな
い．」とし，また過去の裁判実務や学説55）も，納
税者の帰責事由を国税通則法60条 1 項の要件とは
していないのである．延滞税の発生に納税者の帰
責事由が要件とされないことは，延滞税が本税と
運命を共にする附随性という性質を有しており，
かつ延滞税が私法上の債務関係における遅延利息
と捉えられていることからも明らかではないだろ
うか．
　では，本最高裁判決はなぜ，「法60条 1 項等に
おいて延滞税の発生につき納税者の帰責事由が必
要とされていない」としておきながら，「明らか
に課税上の衡平に反するものといわざるを得な
い．」とし，過去の裁判例と異なる判断を下した
のであろうか．これは，本件のような特殊な事案
に対し，国税通則法63条を適用することの限界が
あったからと筆者は考える．そこで，以下その点
について検討する．
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として所轄税務署長が，①減額更正をし過納金
を還付したこと，②判断を変更し，減額更正の
のち増額更正を行ったことの 2つを挙げ，これら
について Xの責めに帰すべき事由はないと判断
しているのである．
　これらを考慮すると，本件は国税通則法63条 6
項 3 号及び国税通則法施行令26条の 2の人為によ
る異常な災害に該当するといえるのではなかろう
か．にもかかわらず，本最高裁判決は延滞税の免
除ではなく延滞税が発生していないと判示したの
である．これは，本件で Xらが延滞税免除の主
張を行わなかったこと62）もその理由と考えられる
が，千葉勝美裁判官が「本件の場合は，本件各増
差本税額に相当する部分につき，税務署職員の指
導にとどまらず，減額更正や過納金の還付という
課税庁の行為によって未納付状態が作出されたの
である．このことは，延滞税の免除をすべきかど
うかではなく，そもそも延滞税を発生させるべき
実質的な根拠が全く存在せず，延滞税を生じさせ
ることは制度の趣旨に完全に背馳し，不正義とな
ることは明らかなのである．このような場合にま
で延滞税を発生させることは法が全く想定してい
ないことであろう．そうであれば，このような場
合には，延滞税の納付を免除するのではなく，延
滞税の発生自体を認めないとする法解釈を行うべ
きものであろう．」とされたように，本最高裁判
決は，延滞税には制裁としての性質があり，本件
のような課税庁の行為は，国税通則法施行令26条
の 2が予定する人為による異常な災害以上に，納
税者に不当な不利益を与えるものであるため，延
滞税の免除ではなく延滞税が発生していないもの
と取り扱うべきだと判断したものと考えられる
が，63）これに関し筆者は疑問なしとはしないので
ある．なぜなら，国税通則法の規定内容やこれま
での裁判実務等を考慮すると，延滞税の発生は成
立要件に該当する事実があったか否かによって客
観的に決定されるものであり，その要件に納税者
の帰責事由は含まれず，納税者の責めに帰すべき
　過去の判決においても，人為による異常な災害
に，税務職員の誤指導等が含まれると解されてい
る．58）これは例えば，アスベスト除去費用が雑損
控除に該当するかが争われた大阪地裁平成23年 5
月27日判決（訟月58巻10号3639頁）59）で「原告は，
国税通則法63条 6 項の規定による延滞税の免除に
関し，税務職員の誤った申告指導その他の申告又
は納付について生じた人為による障害が，同法施
行令26条の 2第 2号に規定する『人為による異常
な災害又は事故』に該当する旨の法令解釈通達が
発出されていることを指摘する．しかし，税務職
員の誤った申告指導等については，『人為による
異常な事故』の一態様として理解するのが文理上
も自然〔下線筆者〕であり，『災害』の解釈に直
接参考になるものではない」と誤指導が施行令26
条の 2第 2号の要件に該当すると判断されたこと
が参考となろう．また，国税不服審判所平成15年
12月19日裁決（裁決事例集66号31頁）では，「通
則法第63条第 6項第 4号でいう政令の定めである
国税通則法施行令第26条の 2第 2号の『人為によ
る異常な災害又は事故』とは，ガス爆発，交通の
と絶，飛行機の墜落，船舶の沈没等が典型的な場
合であり，税務職員の誤指導，申告書提出後にお
ける法令解釈の明確化等の場合も含まれると解さ
れるが，同号の規定のとおり，当該災害又は事故
が納税者の責めに帰すべき事由により生じたもの
である場合は除かれる〔下線筆者〕．」と，納税者
の帰責事由が延滞税免除の要件とされている．
　これは酒井克彦教授が，「延滞税を制裁的負担
として位置付けるからには，税務官庁による誤指
導があった場合で納税者の責めに帰すべき事由が
ないのであれば，制裁的負担を課すべきでないの
は当然の帰結といえるからである．」と述べられ
るとおりであろう．60）なお，通達に明示されてい
る延滞税免除事由はあくまでも例示であるため，61）
これらに類する事由であれば延滞税免除の適用が
あると解せよう．そこで本件を検討してみると，
本最高裁判決は Xらに未納付税額が生じた理由
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発生と判断したのであるが，これは本件が特殊な
事案であったことを考慮すべきであろう．とはい
え，本最高裁判決が延滞税を「民事罰」と判断し
たこと，納税者の帰責事由を延滞税の発生要件と
したことは，延滞税の法的性質を考えるにあた
り，新たな視点を与えてくれ，その点において非
常に意味のある判決であったといえるのではない
だろうか．
注
1 ）本最高裁判決を受け，国税庁は「最高裁判所判決
に基づく延滞税計算の概要等について」にて，本件
と同様の事例については延滞税の還付手続を行う旨
の広報を出している（2015年 1 月）．
2）XAは平成21年 8 月21日，本件各相続税申告により
納付すべき税額4,185万1,300円を納付し，XBは同月
12日，本件各相続税申告により納付すべき税額4,556
万600円を納付した．
3）XAについては，納付すべき税額を3,035万5,500円，
XBについては，納付すべき税額を3,353万7,100円と
する各減額更正（以下「本件各減額更正」という．）
をした．
4）Xらの当初納付税額から本件各減額更正により納
付すべき税額を控除した金額（以下「本件各過納金」
という．）について，国税通則法58条 1 項 2 号に基づ
き，本件各更正請求があった日の翌日から起算して
3月を経過する日の翌日（平成22年10月13日）から
支払決定の日（平成23年 1 月26日）までの期間の日
数に年4.3パーセントの割合（租税特別措置法95条に
基づく特例基準割合）による還付加算金を加算した
金額を支払決定し，Xらに対してそれぞれ還付した．
5）市川税務署長は，平成23年 5 月31日，各異議決定
によれば，本件各減額更正における相続財産（土地）
の評価額が時価よりも低かったとして，XAについて
納付すべき税額3,071万5,800円，XBについて納付す
べき税額3,391万1,700円とする各増額更正（以下「本
件各増額更正」という．）をした．
6）本件各増額更正により新たに納付すべきこととなっ
た本税額は，XAが36万300円（3,071万5,800円－3,035
万5,500円 ），XB が37万4,600円（3,391万1,700円 －
3,353万7,100円）である．なお Xらは平成23年 6 月 3
日，本件各差本税額をそれぞれ納付した．
事由により生じたものでない場合には，延滞税の
納付は免除されるという二段階構造になっている
と考えるからである．
　では，仮に本件が国税通則法63条 6 項 3 号に規
定する免除要件に該当するとしたなら，免除の対
象となる期間はどのようになるであろう．国税通
則法63条 6 項 3 項は，震災，風水害，火災その他
これらに類する災害により，国税を納付すること
ができない事由が生じた場合，その事由が生じた
日からその事由が消滅した日以後 7日を経過した
日までの期間に対応する部分の金額を限度とし
て，延滞税が免除されるものとしている．そうす
ると本件では国税を納付することができない事由
が生じた日は，所轄税務署長が増額更正を行った
日である平成23年 5 月31日と考えられるため，X
において発生した延滞税は免除されないことと同
様の結果となる．本最高裁判決がこのことを考慮
したかは不明であるが，本件のような特殊なケー
スの場合，現行法の下では納税者の責めに帰すべ
き事由がないにもかかわらず，免除の規定が受け
られないと同様の結果が生じてしまうという問題
を包含しているのである．
結びにかえて
　本最高裁判決を素材に延滞税の法的性質につい
て，検討を行ってきた．上述した内容から，延滞
税が附随性と制裁性という 2つの性質を有してい
ること，附随性は延滞税の発生要件に制裁性は延
滞税の免除要件と密接な関係を有しているという
解釈に一定の合理性を確認できたようにも思える．
　延滞税は加算税とは異なり，発生と免除の要件
を異にしている．これは，延滞税が遅延利子とし
ての性質だけではなく，制裁としての性質も併せ
有していること，つまり延滞税は二段階構造と
なっている根拠ともいえるであろう．そして，こ
のような二段階構造の閾値にかかるメルクマール
は，納税者の帰責事由の有無にあると考えられる．
本最高裁判決は，本件を延滞税の免除ではなく不
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足することにより発生する（志場喜徳郎『国税通則
法精解』250頁（大蔵財務協会　2013））．
18）ここでいう確定とは「いったん確定した税額が，
その前提となる抽象的，客観的な納税義務の内容と
相違するという理由で，更正等の除斥期間……内は，
更に二回，三回と重畳的に変更確定されうるもの」
とされる（志場・前掲注17，257頁）．
19）品川芳宣「国税通則法の実務研究第17回　附帯税
（ 1）」税理58巻 2 号145頁参照．
20）大阪高裁昭和26年 7 月30日判決（税資17号434頁）．
通常，成立と確定は区別されなければならないが，
延滞税はその計算が単純であることや計算期間の予
測が難しい等の理由から，特別の手続を要すること
なく成立と同時に確定する税である（志場・前掲注
17，259頁参照）．その他，このように解した判決と
して，東京地裁昭和41年 6 月16日判決（判タ194号
162頁），新潟地裁昭和54年 3 月12日判決（訟月25巻
7 号1967頁），長崎地裁昭和54年11月12日判決（税資
109号313頁），大阪地裁平成 2年 7 月26日判決（税資
180号377頁），東京地裁平成 4年11月17日判決（税資
193号448頁），福岡地裁平成 5年10月28日判決（税資
199号650頁），福岡地裁平成 6年12月26日判決（税資
206号850頁），大阪地裁平成 9年11月25日判決（税資
229号752頁），東京地裁平成10年 5 月29日判決（税資
232号386頁），国税不服審判所平成12年11月 8 日裁決
（裁決事例集60号237頁），大阪地裁平成13年 2 月23
日判決（税資250号順号8844），国税不服審判所平成
14年 5 月10日裁決（裁決事例集63号586頁），長野地
裁平成17年10月28日判決（税資255号順号10187），奈
良地裁平成18年 1 月26日 判決（税資256号 順号
10285），国税不服審判所平成18年 4 月19日裁決（裁
決事例集71号755頁），東京高裁平成18年11月29日判
決（税資256号順号10586），津地裁平成18年11月30日
判決（税資256号順号10587），大阪地裁平成18年12月
15日判決（税資256号順号10603），千葉地裁平成20年
1 月18日判決（税資258号順号10865），神戸地裁平成
20年 3 月13日判決（税資258号順号10919），東京地裁
平成20年 7 月 8 日判決（税資258号順号10985），津地
裁平成20年 7 月31日判決（税資258号順号11000），名
古屋地裁平成21年 9 月17日判決（税資259号順号
11271），東京地裁平成21年11月13日判決（租税関係
行政・民事判決集（徴収関係判決）平成21年 1 月～
平成21年12月順号21-43），水戸地裁平成22年10月 1
日判決（租税関係行政・民事判決集（徴収関係判決）
7）判例評釈として，酒井克彦「延滞税の免除を巡る
議論（下）」税務事例45巻12号 8 頁，堀招子「判批」
税経69巻10号182頁など参照．
8）判例評釈として，依田孝子「判批」税研30巻 5 号
85頁，朝倉洋子「判批」旬刊速報税理34巻 3 号27頁，
小池正明「判批」税経70巻 5 号 8 頁，橋本浩史「判批」
税経70巻 5 号184頁，柴由花「判批」ジュリ1481号10
頁など参照．なお上告審においては千葉勝美裁判官
の補足意見，小貫芳信裁判官の意見が出されている．
9）本最高裁判決は「法60条 1 項等において延滞税の
発生につき納税者の帰責事由が必要とされていない
こと……を勘案しても，明らかに課税上の衡平に反
するものといわざるを得ない．」としており，筆者は
これを最終的な判断において納税者の帰責事由をそ
の発生の要件と判断したと考えたのである .
10）松沢智教授は延滞税の性質について「延滞税は，
元来，納税義務の履行遅延による遅延利息たる性格
をもつ．すなわち，租税債務者が履行すべき租税債
務額の全部または一部を法定の納期限までに履行し
ないため，租税債務の履行遅延により租税債権者に
生じた損害につき，租税債務者による損害賠償金（遅
延賠償）にほかならない．税法上は，義務の不履行
に対する一種の行政上の制裁（納税義務者に対し課
せられる不利益）として，税の形式で課せられる制
裁税である」とされる（松沢「附帯債務―附帯税」
金子宏ほか『租税法講座　第 2巻　租税実体法』318
頁（帝国地方行政学会　1973））．
11）佐藤英明教授は制裁を「法律によって課せられた
義務の違反を予防するために，それらの義務違反行
為を行った者に対して課せられる不利益」と定義付
けされる（佐藤『脱税と制裁』11頁（弘文堂　
1992））．
12）酒井克彦『附帯税の理論と実務』441頁以下（ぎょ
うせい　2010）参照．
13）品川芳宣『附帯税の事例研究〔第 4版〕』 3頁（財
経詳報社　2012）参照．
14）金子宏『租税法〔第20版〕』733頁（弘文堂　
2015）．
15）酒井克彦「延滞税を巡る議論（上）」税務事例45巻
11号 7 頁．
16）品川・前掲注13， 9 頁参照．
17）納税義務の成立とは，国側における抽象的租税債
権の発生と納税者側における抽象的租税債務の発生
をいい，その抽象的債務は法で定める課税要件を充
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対する一種の制裁的部分を含む」とされる（北野『税
法学原論〔第 6版〕』506頁（青林書院　2007）参照）．
米村忠司氏は年7.3%の割合をこえる部分は制裁的意
義を有するとされる（米村「延滞税免除ができる場
合の事実認定について」税大論叢72号129頁）．酒井
克彦『クローズアップ租税行政法』108頁以下（財経
詳報社　2012），同・前掲注12，413頁以下，萩野豊『実
務国税通則法』257頁（大蔵財務協会　2005）なども
参考．
24）延滞税を遅延利息として捉える学者として，以下
が挙げられる．
　　清永敬次教授は「納税義務の不履行に伴う損害賠
償たる性質をもつ遅延利息を意味する」とされる（清
永『 税 法〔 新 訂 版 〕』271頁（ ミ ネ ル ヴ ァ 社　
2013））．水野忠恒教授は「債務の不履行に対するも
のであり，私法上の遅延利息に相当する．」とされる
（水野『租税法〔第 5版〕』108頁（有斐閣　2011））．
忠佐市氏も「延滞税の実質は，民事債権における損
害賠償的性格を有する遅延利息に類する」とされる
（忠『租税法要綱〔第 3 版〕』254頁（森山書店　
1973））．山田二郎弁護士は「納税義務の不履行に伴
う遅延利息（遅延損害金）の性質のもの」とされる（山
田『税法講義〔第 2 版〕』295頁（信山社　2001））．
船山泰範教授は延滞税を遅延利息的な性格を有する
ものとされる（船山「租税制裁法」北野弘久『現代
税法講義〔 5訂版〕』410頁（法律文化社　2009）参照）．
佐藤英明教授は，通常の利子の範囲を超えている範
囲については制裁であるとされる（佐藤・前掲注
11，12頁）．その他，武田昌輔監修『DHCコンメンター
ル国税通則法 2』3313頁（第一法規），磯邊律男『研
修国税通則法』254頁（新都心文化センター　1984）
も同旨．
25）東京高裁昭和43年11月12日判決（税資58号316頁）
は，「延滞税は，国税通則法の定むるところによつて，
右税額を法定納期限までに完納しない等の場合に政
府に納付すべき延滞利息に相当する税額であるに過
ぎない．」と判示した．その他，延滞税を遅延利息と
解釈したものとして，東京地裁平成23年 3 月 2 日判
決（税資261号順号11630），東京地裁平成21年 5 月21
日判決（税資259号順号11204），神戸地裁平成 3年 5
月31日判決（訟月38巻 5 号771頁）など参考．
26）その他，延滞税を制裁としたものとして，国税不
服審判所平成20年 3 月10日裁決（裁決事例集75号37
頁），国税不服審判所平成 2年 7 月 3 日裁決（裁決事
平成22年 1 月～平成22年12月順号22-51），東京地裁
平成23年 3 月 4 日判決（税資261号順号11635）など
参考．
21）金子宏教授は「納税義務の内容は，もっぱら法律
の規定によって定まる．」とされる（金子・前掲注
14，143頁）．また納税義務は納付・免除・時効によっ
て消滅し，免除とは「租税債権者としての国または
地方団体が，一方的な意思表示によって，いったん
成立した納税義務を解除し，それを消滅させること」
をいうとされている（同項755頁以下参照）．新井隆
一教授は「納税義務者の責に帰すべからざる事由に
よる履行の不能」も納税義務の消滅要因のひとつと
される（新井「納税義務の消滅・序説」日税研論集
32巻 3 頁以下参照）．岩崎政明教授は「法治国家にお
いては，一般に，租税行政庁が，……納税義務が成
立していることを認識しながら課税処分を行わない
決定をしたりすることは，租税法律主義なかんずく
合法性の原則の観点から，原則として認められない．
この例外が認められるのは，法律が，……規定を定
めている場合に限られる．」とされる（岩崎「納税義
務の軽減免除」日税研論集32巻85頁）．
22）シャウプ勧告に基づく改正等により現行法に至る
まで変遷はあったものの，その性質としては行政制
裁として捉えられてきた（志場・前掲注17，631頁）．
その他附帯税制度の沿革については，石倉文雄「加
算税制度の沿革と目的」日税研論集13巻 3 頁以下，
福田光一「国税通則法の概要について」税弘10巻 6
号821頁以下，志場喜徳郎「所得税の各種加算税額と
利子税」税経 6巻 4号57頁以下にも詳しい．
23）延滞税を制裁として捉える学者として，以下が挙
げられる．
　　金子宏教授は延滞税の性質を「私法上の債務関係
における遅延利息に相当し，納付遅延に対する民事
罰の性質をもつ」とされる（金子・前掲注14，760頁）．
品川芳宣教授は「延滞税は，国税債務の納付遅延に
対する制裁的な税としてかなりの税負担を強制（特
に不正行為を伴う場合）するものである」とされる（品
川・前掲注13，13頁参照），同「国税通則法の実務解
説―国税手続等の法理と実務上の問題点を解明―」
租税778号161頁も同旨．田中二郎博士は延滞税を「遅
延した税額及び期間に応じて課される遅延損害金的
な性質をもった一種の制裁である．」とされる（田中
『租税法〔第 3 版〕』388頁（有斐閣　1990））．北野
弘久教授は「性格論的には遅延利息のほかに滞納に
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34）国税不服審判所平成 9年11月27日裁決（裁決事例
集54号59頁）は「修正申告が適法にされたものであり，
かつ延滞税を免除する旨の規定に該当しない限り，
当該修正申告に伴って生じる延滞税の納税義務も有
効に確定しているというべきである．」としている．
参考となろう．　
35）延滞税を納付した際も当然，債務は消滅する．
36）酒井克彦教授は「法定納期限の延長があった場合
には，延長期間中はいまだに法定納期限が到来して
いないのであるから，延長期間中は延滞税は生じな
いことになる．法定納期限以外の納期限の延長があっ
た場合であっても，かかる延長期間中は租税の納付
が求められていないのであるから，納税義務の不履
行による延滞税は課されない．」とされる（酒井・前
掲注12，443頁以下）．
37）ただし，平成26年 1 月 1 日以後の期間は，年「7.3％」
と「特例基準割合（平成27年 1 月 1 日から平成27年
12月31日までの期間は年2.8％）+ 1 ％」のいずれか
低い割合となる．
38）本稿においては「利子」と「利息」とは同意を有
するものとして使用している．
39）我妻栄ほか『我妻・有泉コンメンタール民法―総則・
物権・債権―』767頁（日本評論社　2013）参照．
40）我妻・前掲注39，770頁参照．
41）佐藤・前掲注11，12頁．
42）櫻井淳氏は7.3%を早期納付を促す部分とされる（櫻
井「延滞税等の見直し」ジュリ1455号58頁）．酒井克
彦教授は「市中の平均金利よりは高く設定されてい
るのであるが（措法93），これは，利子税においても
同じ割合であるのであって，延滞税のみに課される
高額な割合ということはできない」とされる（酒井・
前掲注12，445頁以下）．佐藤英明教授は，軽減税率
が適用されることの理由について「自主的な早期納
付をしないことに対する制裁としての部分は免除す
るという趣旨であると考えられる」とされる（佐藤・
前掲注27，34頁），佐藤教授は軽減税率部分をインセ
ンティブとされる（佐藤「延滞税の改正と今後の改
革の方向性について」租税764号205頁参照）．
43）志場・前掲注17，644頁．なお早期に納付すること
により損害額が小さくなると考えることもできない
だろうか．
44）延滞税の計算については，藤山浩泰「延滞税・利
子税の計算と具体的事例の検討（上）（下）」税理53
巻13号222頁以下，14号162頁以下，高岸直樹「延滞
例集40号272頁）など参考．
27）「税率軽減は，税額確定後なるべく早目に納付する
ことを奨励するための措置」であるとされている（金
子・前掲注14，734頁）．佐藤英明教授は「年14.6パー
セントと言われる非常に高率な附帯税であってそこ
には納付遅延に対する制裁としての意味を見いだす
ことができる」とされる（佐藤「延滞税・利子税・
還付加算金」税務事例研究32号26頁）．
28）延滞税の計算期間から所定の期間が除算され軽減
される理由として，「かなりの期間経過の後に更正等
があったときに法定納期限まで遡って多額の延滞税
の納付義務を負わせることが実際上酷であること及
び税務官署の事務配分上更正等の時期が納税者ごと
に区々であることにより経済上の負担に差異が生ず
るのは適当でないことから」とされている（志場・
前掲注17，672頁）．品川・前掲注13，12頁参照も参考．
田中二郎博士は「延滞税の除算期間を設けて，その
確定を遅延せしめた者の保護を図ることには問題が
ないわけではない．」とされ，延滞税の制裁性を強調
される（田中・前掲注23，389頁）．酒井克彦教授は「単
なる遅延利息が延滞期間に及んで追徴されるのであ
れば，何ら酷として捉える余地はない」とし，この
規定が制裁税であることの根拠のひとつでもあると
される（酒井・前掲注12，446頁以下）．
29）国税通則法63条の解説では，「延滞税については，
それが納付遅延に対する制裁として課するものであ
り，また，これによって自主納税を間接的に促進し
うるよう，一般の金利水準よりも高めに課税割合が
定められていること等もあって，この条では，かな
り広く，各種の場合をあげて，延滞税の軽減免除を
定めている」とされている（志場・前掲注17，681頁）．
30）酒井・前掲注15， 4 頁以下参照．酒井克彦教授は
延滞税が必要経費や損金に算入されないこともその
根拠のひとつとされている（酒井・前掲注12，446頁
以下）．
31）品川・前掲注13， 3 頁 .
32）控訴審である東京高裁平成10年11月30日判決（税
資239号211頁）も同旨である．
33）判例評釈として，谷口豊「判批」判タ臨時増刊
1184号242頁，増田英敏「判批」ジュリ1308号228頁，
東亜由美「判批」『租税判例百選〔第 4 版〕』77頁，
水野惠子「判批」税研25巻 3 号58頁，水野忠恒「判批」
『租税判例百選〔第 5版〕』76頁など参照．なお原審
は東京地裁平成14年 9 月 6 日（訟月50巻 8 号2483頁）．
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52）金子・前掲注14，760頁．
53）本最高裁判決が「法60条 1 項等において延滞税の
発生につき納税者の帰責事由が必要とされていない
ことや，課税庁は更正を繰り返し行うことができる
ことを勘案しても，明らかに課税上の衡平に反する
ものといわざるを得ない．」としたように課税上の衡
平もメルクマールとされている．
54）本最高裁判決は，延滞税が延滞と評価できるか否
かを検討しているのではなく，あくまで本税が延滞
と評価できるか否かを検討している．これは延滞税
が有する附随性という性質を前提としたものであり，
過去の判決の判断を踏襲したものと解せよう．
55）堀招子弁護士も「延滞税の成立について納税者の
帰責事由は要件としていない」とされる（堀・前掲
注 7，188頁）．
56）酒井克彦教授は「かように単なる時間的価値の数
額としてのみ延滞税額をみるのであれば，いかなる
理由に基づく延滞税の発生であろうとも，これを免
除すべきということにはならないはずである……延
滞税に制裁的措置としての性質を認めない限りは，
実定法内での整合的な理解から離脱したものとなら
ざるを得ない．」とされる（酒井・前掲注15， 5 頁）．
57）志場・前掲注17，694頁．これは平成13年 6 月22日
徴官 2 -35外「人為による異常な災害又は事故による
延滞税の免除について」という法令解釈通達におい
て規定されている．酒井克彦教授はこの通達につい
て「これは，租税行政に対する信頼を確保し，適正
公平な課税を実現する観点から，人為による納税の
障害があった場合における延滞税の免除について，
その取扱基準の整備を図ったものであると説明され
ている」とされる（酒井・前掲注 7， 9頁）．その他，
米村・前掲注23，198頁以下も参照．
58）その他，東京高裁平成21年 9 月29日判決（税資259
号順号11279），国税不服審判所平成18年 2 月 2 日裁
決（裁決事例集71号118頁）も同旨．酒井克彦教授は
「誤指導を人為による災害と解釈し，延滞税を免除
することは解釈論として妥当である．」とされる（酒
井・前掲注15， 9 頁）．
59）判例評釈として，市野瀬啻子「判批」税理54巻13
号235頁，朝倉洋子「判批」税研27巻 2 号65頁，一杉
直「判批」国税速報6216号21頁，酒井克彦「アスベ
スト検査費用及び除去工事費用に係る雑損控除該当
性（上）」税務事例46巻 3 号 1 頁，同「アスベスト検
査費用及び除去工事費用に係る雑損控除該当性（下）」
税の計算期間と適用割合」税理54巻13号49頁以下，
山田修「延滞税・利子税の賦課に対するトラブル」
税理47巻15号93頁以下，西澤博「利子税，延滞税，
還付加算金の軽減」税理42巻 6 号100頁以下，中川祐
一「利子税，延滞税，還付加算金の軽減」税理42巻
4 号101頁以下にも詳しい．
45）品川・前掲注13，12頁．志場・前掲注17，672頁．
酒井・前掲注12，446頁以下．
46）我妻・前掲注39，767頁参照．なお，民法415条の
債務不履行による損害賠償については「不可抗力に
基づかない限り，責めに帰すべき事由がなくても
……，つねに責任があるものと解するべきようにも
みえる．しかし，金銭債務以外の普通の債務の履行
遅延について，民法の過失責任主義の原則を排除し，
絶対的責任（いかなる事情があっても負わなければ
ならない責任のことをいう）を認めなければならな
い根拠もないし，履行不能と履行遅延との取扱いを
異にすべき十分な理由もない．」とされる（同項753
頁以下参照）．
47）酒井・前掲注12，446頁以下．酒井克彦教授はその
他所得課税の計算上，延滞税が必要経費や損金に算
入されず，利子税が必要経費や損金に算入されるこ
となども根拠とされる（同項446頁以下参照）．
48）酒井克彦教授は「かように単なる時間的価値の数
額としてのみ延滞税額をみるのであれば，いかなる
理由に基づく延滞税の発生であろうとも，これを免
除すべきということにはならないはずである……延
滞税に制裁的措置としての性質を認めない限りは，
実定法内での整合的な理解から離脱したものとなら
ざるを得ない．」とされる（酒井・前掲注15， 5 頁）．
49）松沢智教授は「延滞税は，国税債務の履行遅延に
対し制裁として課するものであるから，その履行遅
延が納税者にとって，やむを得ない理由によるもの
であれば，その責めを問えず延滞税はその全部また
は一部が免除される場合がある．」とされる（松沢・
前掲注10，322頁）．
50）申告納税方式の下では，納税者の自己の判断と責
任において，課税標準及び税額等を法令の規定に従
い計算し，適正な申告を行うことが求められる（酒井・
前掲注15， 8 頁参照）ことの反対解釈として，納税
者の責に帰すべき事項が生じた場合には，制裁を課
す必要がないため，延滞税が免除されると考えられ
よう．
51）酒井・前掲注12， 2 頁参照．
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う課税庁の行為によって未納付状態が作出されたの
である．このことは，延滞税の免除をすべきかどう
かではなく，そもそも延滞税を発生させるべき実質
的な根拠が全く存在せず〔下線筆者〕，延滞税を生じ
させることは制度の趣旨に完全に背馳し，不正義と
なることは明らかなのである．このような場合にま
で延滞税を発生させることは法が全く想定していな
いことであろう．」とし，延滞税を発生する要件を充
足していないとされるのである．
税務事例46巻 4 号 9 頁など参照．
60）酒井・前掲注15， 9 頁．
61）酒井・前掲注 7，10頁参照．
62）なお，第一審で争点とされた「延滞税を賦課する
ことは信義則に反する」では，Xらは国税通則法63
条 6 項 4 号の趣旨をその根拠として主張している．
63）千葉勝美裁判官は「本件の場合は，本件各増差本
税額に相当する部分につき，税務署職員の指導にと
どまらず〔下線筆者〕，減額更正や過納金の還付とい
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